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全国の 22 の裁判所で “ 集団的自衛権違憲訴訟 ” が行われているのが、その証左である。




















採決（2015 年 7 月 15 日）や衆議院本会議における採決（7 月 16 日）、参議院本会議
における採決（9 月 19 日）ではなく、特に参議院平和安全法制特別委員会の採決（9
月 17 日）の問題点を指摘した理由は、「強行採決」の “ クーデター的性格 ” が明瞭に
表れていると考えるからである。
　研究の方法としては、まず 1）「9.17 安保法制採決」についての NHK および民放
のテレビ放送、YouTube の映像、新聞記事、福山哲郎・衆議院議員の参議員会館に
おける口頭報告（2015 年 9 月 17 日）と論文「強行「採決」―あの時参議院で何が起
こったか」（『世界』2015 年 11 月号）を参考にして、実際に何が起こったかを確認し
た。
参議院平和安全法制特別委員会における 9 月 17 日の法案採決は、以下の点で問題



















2014 年 7 月 1 日、安倍政権は集団的自衛権容認の閣議決定を行い、その後、その
法制化に向かった。安保法制の議論の流れは、2015 年 6 月 4 日の衆議院憲法審査会
で参考人として呼ばれた 3 人の憲法学者が、「集団的自衛権は憲法違反である」と述



























やっていることは “ 憲法の停止 ” と “ その憲法下にある体制の転覆 ” であるとする。（6）
これらの発言では、集団的自衛権をめぐる安倍政権の決定の本質が、最高法規であ
る憲法の勝手な解釈による “ 非戦憲法体制 ” の実質的な破壊であること、つまり “ 法
的なクーデター ” であるとする見方は共通している。本来、憲法の改正によってしか
行えない政策を、一内閣が勝手に一方的に行い、戦後 68 年間にわたって連綿と続い
てきた “ 非戦体制という一つの憲法体制 ” が崩されたからである。しかし、今回の閣
議決定と法案の衆院および参院通過が違法な “ リーガル・クーデター ” であると指摘
されるにせよ、単なる比喩やアナロジーではない “ 政治学的概念 ” としても有効であ
るためには、さらなる検討が必要であろう。それでは次にその検討に移ろう。
２．憲法体制の違法な変更の三つの形態：革命、クーデター、解釈改憲










dʼetat」、文字通り「国家への一撃」（blow of state) から来ており、日本語では「武力
政変」と訳されたりする。英語では、わざわざ「coup dʼetat」と言わなくても、「coup」
だけでクーデターを意味する。Oxford Dictionary of English を見ると、「a sudden, 
violent, and illegal seizure of power from a government」（突然の暴力的で非合法の、
政府からの権力の強奪）と定義されている。通常これは、統治機構の一部である将官
































　社会現象を、何らかの “ 共通尺度 ” でもって “ 歴史的視点 ” から比較し、論理的に
整合性のある形で理解することは大切である。そうでないと、それらの社会現象は、
ただ別々の時代や場所で起きた個別の事例にとどまってしまうであろう。本論文では、
革命やクーデターに加え、「解釈改憲」を “ 法的クーデター ”（リーガル・クーデター






に、Oxford Advanced Learner’s Dictionary によると、「coup」の意味について「(also 
coup dʼétat) a sudden change of government that is illegal and often violent」［（また
クーデター）違法でしばしば暴力的な、突然の政府の変更］と定義している。つまり、






















こなわれたといえよう」と述べている。（11）確かに、1932 年 11 月の国会選挙から
1933 年 1 月のヒトラーの首班指名、議会の解散、国会議事堂放火事件の惹起、大統
領緊急令の発動、数千人の政敵の逮捕と街頭での暴力的衝突を伴う 3 月の国会選挙に
至る一連の過程は、尾鍋の言うように “ なし崩しクーデター ” であり、さらに授権法
の成立は、“ なし崩しクーデター政権 ” によるワイマール憲法の空文化もしくは形骸
化であるといえる。石田勇治も指摘しているように、ナチスが「合法的に政権を取っ
た」というのは、ナチスのプロパガンダを引きずった誤った理解なのである。（12）
それでは、理念型的な仮説概念としての “ 策動クー ” と “ リーガル・クー ” につい








































発や策動によって生まれた “ 外国との緊張 ” や “ 国内の混乱 ” を意図的に利用した選
挙による政権獲得と、②政権与党による様々な策動やそれと結託した官僚による職権













2012 年 4 月、石原都知事はアメリカのヘリテージ財団で「尖閣諸島購入発言」を行っ
た。石原氏の尖閣諸島購入の動きに危機感を抱いた野田政権は、久場島を含む三島の
民有地を政府が買い上げて国有地とすると決定した。野田政権による尖閣諸島国有地




自分が首相になるといったことは実現できずに、“ 策動クー ” は失敗に終わった。し
かし、ちょうど皇道派による二・二六事件の反乱を鎮圧した統制派が、その機会を利
用し「軍部大臣現役武官制」の復活を梃子にして「上からのファッショ化」を実現し
ていったように、選挙に勝った安倍政権は自らの “ 非立憲的政策 ” の実現にまい進す
る。 
　2012 年 12 月 26 日の第 2 次安倍政権成立以降、集団的自衛権に関する 2014 年 7
月 1 日の閣議決定、2014 年 12 月総選挙、2015 年 9 月の安全保障関連法案の参院通過、
2017 年 10 月の総選挙にいたる一連の政権の行動には、以下の特徴がある。①首相の
解散権の濫用、②臨時国会召集についての憲法規定の無視（18）、③政権に都合のいい







の域を超えて “ クーデター的な策動 ” と呼ぶべきものにみえる。一つ一つの行動は必
ずしも違法といえず、せいぜい脱法的と指摘されうるかもしれないが、他事考慮と不
法動機に基づいた権力の濫用による “ 違法ななし崩し的策動 ” と概念化できるのでは
ないだろうか。





な理論的枠組みで理念型の構成を試みた。まず通常の “ 選挙を通じた政権の獲得 ” や
ある政策を実現するための “ 法案の通過 ” が、合法的（合憲的）になされる場合を基
準にする。そうでない場合の政権の獲得や法案の通過を、「違法」「違憲」と特徴づけ
る。これは、政権獲得や立法に当たっての “ 暴力性 ” のレベルにも関係してくる。次
に違法性や暴力性のレベルを、「高」「中」「低」の 3 つのレベルに分ける。最後に、
革命とクーデター、“ 策動クー ”、“ リーガル・クー ” の「理念型」を、違法性の重大
さや暴力性の「高」「中」「低」の 3 つのレベルに対応させて論理的に構成する。図 1
と表 1 は、比較研究の結果構成された「理念型モデル」である。
37
図 1．革命、クーデター、“ 策動クー ”、“ リーガル ･ クー ” の主な発生時期と違法性
や暴力性のレベルの関係の理念型モデル
“ 策動クー ” は、議会政治が発展したとみなされてきた 21 世紀の日本で起こった最
新の政治現象である。歴史の中での理念型的な位置づけは、図 1 のなかでは右側の下
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乱の鎮圧などを利用した “ なし崩しクーデター ”

















張の激化や国内での混乱を利用した “ 策動選挙 ”












（2014 年 12 月衆議院選挙、2017 年 10 月の衆
議院選挙）































“ リーガル・クー ” は、政権与党や議会内多数派による違法な憲法解釈の強要、違
憲な法令の強行採決、公文書の操作改ざんなどの一連の行動による “ 憲法の一部の実
質的な変更 ” を意味する。1935 年の天皇機関説事件 / 国体明徴声明、1954 年の李承




後積み重ねてきた “ 非戦という憲法体制の根幹 ” を破壊する行動であるがゆえに、“ 法
的にはクーデター ” と概念化されうる。
歴史的には、1954 年に行われた韓国における憲法改正の騒動が、“ リーガル・クー ”
の先駆けであろう。1954 年当時の韓国憲法では、大統領の任期は 2 期までで 3 選は
できないことになっていた。しかし、李承晩と彼の与党である自由党は「初代大統領
にかぎって 3 選禁止規定を撤廃する」という改憲案を議会に提出した。議会における
投票では、203 人の議員中、賛成が 135 票、反対が 60 票、棄権 7 票、無効票 1 票と
いう結果になった。可決には議会の 3 分の 2 である 135.33 票以上の 136 票が必要で
あった。したがって、この場合、通常は 1 票差で憲法改正案が否決されるはずである。
しかし、李承晩派の国会議長は、135.33 票とは “ 社会通念上の概念である四捨五入 ”
を用いれば 135 票であり、改憲に必要な 3 分の 2 を超えているとして改憲案の可決
を宣言した。（20）これなどは、「議長権限」というものをどこまで解釈していいのかと
いう問題は残るものの、総得票数の 3 分の 2 についての通常の理解を無視し、勝手に














策動クーによる政権の獲得や、議会における多数派を背景にした “ リーガル・クー ”
によって、安保法制が成立させられた。様々な策動行為や脱法行為を積み重ねて政権
を獲得し、詭弁を用いて強行採決を行い、事後に一種の議事録の改ざんのような形で
“ 憲法体制の否定・変更 ” が行われたのである。
しかしながら、安倍政権による策動クーとリーガル・クーの順序関係については、
今後さらなる研究が必要であろう。石川は、2014 年 7 月の閣議決定と 2014 年 12 月
の安倍政権による政権獲得を「法的なクーデター」と呼んでいる。筆者の見方では、
閣議決定は「策動クー」の始まりであり、2014 年の衆議院総選挙による政権獲得と
2017 年 12 月の衆議院総選挙による政権維持の全過程が、なし崩しに行われた “ なし
崩し策動クー ” である。2015 年の 9・17 強行採決は、それ自体に焦点を当てれば「リー
ガル・クー」であるというものである。しかし、一連の違法な出来事が、2015 年の 9・


















































年の 12 月に内大臣・牧野伸顕、1936 年 1 月に法制局長官・金森徳次郎の更迭には成
功した。（1935 年の段階では枢密院議長の一木徳次郎を辞表提出まで追いつめ、1936
年には辞職させた。）天皇機関説排撃運動側は、衆議院と貴族院による天皇機関説排







の試み」（an attempt of legal coup-guided political coup) であろう。その理由として、









た ” にすぎない。明治憲法の「実質的改憲」が実現するのは、1936 年の二・二六事
























もかかわらず、その憲法が想定し実現しようとした “ 一つの憲法体制 ” が、1935 年以
降、根本的に変わったのである。
おわりに













社会科学が “ 現在進行中の社会現象 ” の分析を十分に行えない理由として、「デー
タ不足」の場合もあれば、「分析概念の不備もしくは不足」といった場合もある。こ
れまでになかった新しい政治現象が現れた場合、社会科学には、単なる比喩やアナロ
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Examination of “Forced Passage of the Collective Defense Bill”
from a Viewpoint of Comparative Politics
-Suggestion of “Legal Coup Concept” as
an Ideal-type Hypothetical Concept-
<Summary>
Norio Naka (Research Fellow of SSRI)
Recently, books such as How Democracies Die suggested that even 
countries with formal democratic institutions experience decay or disfunction 
in their democratic processes. Recent Japanese political incidents appeared to 
confirm such observation.
The “forced passage of the collective defense bill” of 2015 is one of 
the most controversial issues in recent Japan. Although many scholars 
specialized in constitution studies asserted that the collective defense bill was 
unconstitutional, the governing party forced the approval of the bill in the 
national Diet.
The purposes of this paper are threefold. Firstly, the processes of passing 
the collective defense bill will be examined. Secondly, illegal political 
processes such as revolution and coup d’état, and the approval of the collective 
defense bill will be compared. Thirdly, the ideal types of illegal political 
process will be constructed. In order to analyze and understand the processes 
of the approval of the collective defense bill, concepts (and terms) such as 
“maneuver coup” and “legal coup” as an ideal type of hypothetical terms will 
be suggested.
The appropriateness of concepts (and terms) such as “maneuver coup” 
and “legal coup” need to be further examined by positive case study research. 
